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本日の審議の参考に 

認定特定非営利活動法人 日本NPOセンター 
           事務局長 新田英理子 
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JAPANESE NONPROFIT SECTOR LANDSCAPE (1) 
日本の民間非営利セクターのランドスケープ 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
NPO法によって生まれたNPO法人が最狭義のNPO。法人化をしていないボランティア団体を入れる
さらに公益法人、学校法人、医療法人、社会福祉法人、宗教法人、一般法人を入れるレベル
さらに生協や労働組合などを入れる最も広い意味でNPO　⇒数はどうか



JAPANESE NONPROFIT SECTOR LANDSCAPE (2) 
日本の民間非営利セクターのランドスケープ 

• Public Interest Corporation 公益法人 9,153 
• Social Welfare Corporation 社会福祉法人 19,498 
• Specified Nonprofit Corporation (SNC) 
特定非営利活動法人/NPO法人 50,354 

•# of SNCs that have tax benefit to the donors. (About 1.5%)  
特定非営利活動法人の約1.5%が寄付者に対する税制優遇がある 885 

•% of SNCs whose annual income less than 5 million yen 
年間予算500万円以下の特定非営利活動法人の割合 60% 
•# of paid full-time staff among SNCs 
特定非営利活動法人の平均有給フルタイムのスタッフ数 

 
1.4 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
学校法人：5543
医療法人：47,825
宗教法人：182,200
NPO法人：https://www.npo-homepage.go.jp/about/toukei-info/ninshou-seni



 
NPO法人の規模 

Less than 30 million 
3000万未満 

14% 

Less than 10 million 
1000万未満 12% 

② 団体の雇用規模 
・60% have staff size 1~10 staff members 

スタッフの数が1名～10名未満が6割 

③ 団体の会員規模 
 

・More than 80% have members 
80%以上の団体が会員を持つ 

・However, 75% of orgs have less than 
50 members 
ただし、会員数が50名未満が75%  

① 財政規模 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
2013年内閣調査
ボランティアが一人もいないNPO法人：31.7％
個人からの寄付を受けていないNPO法人：59.6%
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提携 
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15年前に提示した「ＮＰＯという新しい「公」」の概念図 
『＜政治参加＞する7つの方法』（講談社新書）筑紫哲也編2001所収より一部加筆 

 「官 による公」と「民による公」の関係  参考：図１ 

出典：日本ＮＰＯセンター顧問山岡義典 C:特定非営利活動法人 日本NPOセンター 



    

非制度的公共圏(新しい公共)  
制度的公共圏（従来の公共⇒新しい公共との協働を含む）  

社会サービス・ニーズ  

これからの公共圏の構成 
  

公共圏の相互作用 

対抗的公共圏？ 

出典：日本ＮＰＯセンター顧問山岡義典 

参考：図２ 
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行政の取り組み 
＜公助＞ 

個人の取り組み 
＜自助＞ 

制度的 非制度的 
柔らかい制度化の領域 

民間の取り組み 
＜共助＞ 

公共に誰が取り組むのか？    参考：図３ 

出典：日本ＮＰＯセンター 
C:特定非営利活動法人 日本NPOセンター 



NPOと行政との協働領域の概念図 参考：図４ 

A              Ｂ            C              Ｄ        E 

NPOの活動領域 

行政の活動領域 
市民参加／市民への情報公開 

市民的義務と権利／公共施設利用 

広義の協働の領域 

狭義の協働の領域 
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 支援性財源                                 対価性財源 
＜非課税収入＞                                 ＜課税収入＞ 

              
             
               

 
 
 

理想的には財政的基盤に 参加志向 
(創造者) 

利用志向 
（消費者） 

内発的財源（安定的）：小口収入 

外発的財源（変動的）：大口収入 

③助成金・補助金 

①会費・寄付金 

④受託事業収入 

②自主事業収入 

（事業性） （運動性） 

 ＮＰＯの財源構造 

C:特定非営利活動法人 日本NPOセンター 

http://www.jnpoc.ne.jp/
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